チャランケ通信　第21号　2013年7月15日
　「チャランケ」とは、アイヌ語で談判、論議の意、「アイヌ社会における秩序維持の方法で、集落相互間又は集落内の個人間に、古来の社会秩序に反する行為があった場合、その行為の発見者が違反者に対して行うもの、違反が確定すれば償いなどを行って失われた秩序・状態の回復を図った」(三省堂『大辞林』より)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　前内閣官房参与　峰崎直樹
猛暑の長丁場、選挙戦の胸突き八丁、気になる投票率
 どうも東京をはじめとする本州地方は、温帯ではなく亜熱帯に変わったのではないか、と思われるほどの猛暑が続いているようだ。時折、夕方にはスコールと言っても良いような激しい雷雨も観測されるなど、亜熱帯特有の気候になりつつあるようにすら思える。何と山梨県の甲府では、3日間連続して39度台を記録するなど、異常気象によって熱中症患者も続出している。昨年まで20年間活動してきた東京と比べて、ここ札幌の気候は快適であり、実に過ごしやすい。
40年ぶりの再会、鉄鋼労連時代の活動家は自律心旺盛
　さて、14日日曜日、約40年ぶりに鉄鋼労連時代の先輩活動家とお会いすることができ、昔話に話が弾んだ。この方は現在74歳、お住まいが札幌市南区澄川と言うことで、澄川駅前の大型店の喫茶店でお会いしたのだが、そこの店員さんの話だと、ほぼ毎日リハビリも兼ねてこの喫茶店に来てコーヒーなど飲んで店内を回って帰られるとのことだ。背中の靭帯を痛めておられ、障害を持ちながらも介護保険を利用し一人で暮らしておられるとのことだ。今年4月には1週間も人工呼吸器をつけて入院することとなり、悪性腫瘍も発見されながらも、抗がん剤や手術などに頼らず、何としても自力で病に挑戦する決意を語っておられ、何時までも意志の強い方だと感心させられた次第であった。今の政治に対しても鋭い見方を披歴され、道州制を採用すべきだと主張されたことに軽いショックを覚えた。今後も、お互いに連絡を取り合うことを約束して家路に就いたのだが、40年前と言えば第一次オイルショックの頃であり、狂乱インフレの真只中だったことを思い起こし、時代の変化に感慨深いものを感じた次第である。
　選挙戦も、いよいよあと1週間を残すだけになってきた。参議院選挙は知事選挙と同じく17日間と言う長丁場の選挙戦となる。候補者にとっては今が一番つらい時だろう。北海道選挙区は、それでも全市町村を回りきれないのであり、小川勝也候補も安倍政権との政策の違いを前面に出して頑張ってほしい。
　選挙戦は、どうも自民・公明両党が順調に支持を伸ばしそうで、今のままで行くと、東京都議会議員選挙の結果と同じ傾向になりそうだ。特に気になるのが投票率の低下で、平成7年参議院選挙の45.52%以来50%を割る可能性が大で、そうなると番狂わせも出てきそうである。それが良い方に展開してくれる保証はなく、分立する野党陣営、とりわけ民主党にとって厳しいものになりそうだ。
日銀は、安倍政権の応援団なのか
　いつの選挙もそうなのだが、今回の選挙は特に景気動向が大きく左右しそうだ。言うまでもなくアベノミクスの三本の矢を打ち出し、民主党政権とは打って変わって、景気を一時的にせよ好転させた「実績」(?)でもって、参議院選挙で強く訴えている。安倍政権にとって、表面的に見る限り事態はまことにうまく回転しはじめているようだ。
7月1日に公表された日銀の6月短観によれば、景気動向は順調なようで、GDPの1~3月期の実績で、4期連続でマイナスが続いていた設備投資の動きも上向きに転じようとしており、11日の金融政策決定会合後の記者会見で黒田総裁は、日本経済は「前向きの循環メカニズムが働き始めている」と強調し、日銀として景気判断を「緩やかに回復しつつある」と上方修正し、政府に先駆けて2年半ぶりに景気回復を宣言した。
画像からしか判断できないのだが、記者会見に臨んだ黒田総裁の自信たっぷりな態度が印象的だった。参議院選挙の選挙期間中にこのような宣言が出てくれば、政権側としてはまことに好都合なわけで、さっそく菅官房長官は地元の横浜市内での街頭演説で「2年半ぶりに『回復』という言葉が使われた。私たちは自信を持って、アベノミクスをしっかり推進してまいりたい」と宣伝している。なんともこの間合いの取り方に、違和感を覚えるのは小生だけではあるまい。日銀指導部の政治的な宣伝臭を感ずる昨今ではある。
再びアベノミクスの行方について
では、改めてアベノミクスの評価について、再度明確にしておくべきだろう。
　まず、日銀が景気回復宣言をした根拠について11日の黒田総裁の記者会見で「為替や株が先行していたが、実体経済が緩やかに回復しつつあることがはっきりしてきた。想定した方向で経済が動いている」と語っている。
　確かに、為替は円安に振れ株価も一時乱高下していたが、昨年末の政権交代直後1万230円から、7月11日1万4472円へと日経平均で4割近い上昇を示している。それだけを見ると、効果は出ているようだが、異次元緩和政策によるものかどうか、疑わしい。さらに、本当に設備投資や個人消費にまで火が付き始めているのかどうか、まだ確定的なことは言えない。設備投資についての日銀短観は、聞き取り予測であり実績値ではない。よく言われているように、賃金水準の引き上げにまで至っていないことは明白である。それでも、物価の方もマイナスからプラスへと上昇し始めているし、雇用についても有効求人倍率が上昇し始めており、デフレからの脱却への自信を持っているようだ。
財政出動で一時的な景気浮揚へ、長続きはできない
　これらの背景には、第一に言えることは大規模な補正予算と東日本大震災の復興予算の執行が進み始め、財政出動による景気を引き上げてきたことは確かであろう。さらに加えて、来年4月からの消費増税の前に建設投資などの駆け込み需要が増えてきていることも挙げられよう。
最近では、資材不足や人手不足によって、工事の進捗にも支障をもたらすまでになりつつあり、日本経済の今年の成長率は、IMFですら2,0%とアメリカよりも高く修正して引き上げている。内閣府などの推計では潜在成長力は0,5%程度だと言われており、2,0%の成長は明らかに一時的な出来過ぎであり、公共投資や金融緩和だけで長続きできるものではない。また、円安によって輸出の数量的な伸びが見込まれるどころか、最近では貿易収支事態が赤字となり、原発停止もあり天然ガスや石油など輸入価格の上昇により、「悪い価格上昇」が進み始めていると言われている。黒田総裁のように、自信を持って良い方向に行っている、とは言えないことを指摘しておく必要があろう。
物質的には高度に発達した日本経済にとって、一体どんな民間分野で新しい成長をしていけるのか、残念ながらイノベーションの動きの芽すら見えてこない。それでも無理やり成長させようとすれば、バブルになる危険性が大きい。
株価の上昇は企業利益の向上を伴っているのか
　株価が上昇した企業も、本当に利益が上がるのか、実は日本の株式市場が試されている。株価収益率(PER)でみると、日本の株価は利益の17倍と米国の15倍やドイツの12倍を上回るまでに至っている。アメリカ企業の決算発表を見る限りこれまでのところ7割近くの企業の利益実績が事前予想を上回っているという。日本の実績がPER17倍を正当化できる実力を決算で示されるかどうか、試されていることも確かであろう。
IMFが指摘する世界経済リスク要因、アベノミクス
財政規律の行方への不安
　先ほどIMFの経済予測の引き上げについて言及したのだが、ブランシャール調査局長は9日、世界経済の新たな三つのリスクの一つに「アベノミクス」を挙げている。その根拠について、「投資家が日本の財政を不安視し、日本国債に高い金利を求めることがリスクだ」と財政問題を挙げている。もっともな指摘であり、参議院選挙の結果が出て来年の予算編成の前に、景気対策としての補正予算の編成を要求する政治的圧力が高まることは必至であり、とりわけ来年4月から、消費税率の5%から8%への引き上げにむけて、景気対策を求める与党内の政治的な力学を阻止できるだけの政治的パワーが、安倍内閣に備わっているのかどうかが試されるのだろう。
2015年までにプライマリー赤字を半減し、2020年までに黒字化させ、その後累積赤字を縮小するという財政規律の確立と言う難問は、歳出の見直しや増税を忌避する日本の政治にとって解決不能ともいえるものであり、それこそ「救国大連立政権」を樹立しなければ無理であろう。安倍政権が、そのことを追求できるとは思われない。
　その安倍総理、9月7日アルゼンチンで開催されるIOC総会に出席し、東京開催招致に最後の一押しをすることを予定していると報道されている。果たして、オリンピックの招致活動にうつつを抜かすほどの余裕を政局運営で感じているのだろうか。直面している課題は、まことに重大である。参議院選挙後の政治の展開は、「衆参ねじれ」からの解放だけを喜んでいる場合ではなかろう。
[参考資料]
佐和隆光著『日本経済の憂鬱』を読んで
　最近読んだ佐和隆光滋賀大学学長の書かれた『日本経済の憂鬱』(ダイヤモンド社刊)の中で、「第4章日本経済の躍進と挫折」の139ページに「主要耐久消費財の世帯普及率の推移」と言う表(次ページの表を参照)が示されていた。戦後の60年代の高度成長から80年代の中成長、そしてバブル終焉後の90年代2000年代の低成長の動きがつかめる一覧表になっており、ぜひとも参考にしていただきたい。
いつも感ずることなのだが、60年代の耐久消費財の普及率はすさまじい。それだけ高度成長を遂げたことを如実に示している。それと同時に、その耐久消費財は我々の生活を大きく一変するだけの力を持った商品群だった。それに引き換え、最近の耐久消費財はそれほどの迫力を持てないものが多いように思われる。果たして、国民みんながぜひともほしがるようなプロダクトイノベーションがどう進展するのか、今後の展開を考えたとき、成長力の引き上げはなかなか難しそうではある。
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